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学校の女系教員率は 61.8％であるが、校長のそれは 18.6％である。中学校では女性教員率は 41.8％であるが、校長
女性率はわずか 5.9％である。日本の子どもにとっては、これが当たり前の姿かもしれないが、実は国際的に見ると
女性校長の割合がこれほど低い国は珍しい。OECDの調査「国際教員指導環境調査2013」によると、中学校の女性校長
率は、調査国の平均としては 49.9％であった。単純に考えると、約半数近くの学校が、女性校長というわけである。
しかし、女性管理職率の高い国の中には、学校教員の地位や給料や、学校の設置者等による労働環境の悪さから、教
職が男性にとり魅力的な仕事でないと認識されている国も含まれている。 
 
Ⅵ．教育政策とジェンダ  ー
 子どもは、大人となって社会に出るまでの長期間に、起きている時間の大部分を学校で過ごすため、教師の言動や
その姿が子どもに与える影響は大きい。この影響は、松村（2004）が述べるような教師の言動だけでなく、教師の配
属する学校における担当学年や担当教科や管理職の役割も含まれる。そのため教員構成比に不均等があれば、それは
隠れたカリキュラムとして機能することになる。そして子どもたちが、当然のこととしてそれを受け止め、不均衡の
疑問点に気づかなければ、ジェンダーの不均衡が再生産されることになる。 
世界各国と同様に日本においても、教育課題としてジェンダー政策に、取り組み始めることになる。日本では1999
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（平11）年に制定された「男女共同参画社会基本法」に基づいて進められた。実際の施策としては、同法に基づいて
5年ごとに制定される「男女共同参画基本計画」によって具体化されている。2010（平22）年に策定された第3次基
本計画では、2003（平15）年に決定された「社会のあらゆる分野において、2020年までに指導的地位にある女性の割
合を少なくとも30％程度にする」という国の目標が示された、それを受け、教育分野では「初等中等教育機関（公立）
の教頭以上」が指導的地位とされ、その割合を2020（令2）年までに30％するという「成果目標」が掲げられた。そ
の後、文部科学省から各都道府県教育委員会に「2020年30％」に向けた具体的な目標を設定するよう指導を行った。
この基本計画は第2次までは、児童生徒や保護者を対象とする施策であったが、第3次基本計画は教員が対象となっ
ていた。 
しかし、直近の2015（平 27）年に制定された第4次基本計画においては、女性教員の管理職率の目標が30％から
20％以上と下方修正されたのである。さらに30％目標達成の期限が明記されなくなった。 
 
Ⅶ．終わりに 
筆者は、女性の管理職率を30％に引き上げることを阻むものは、明治時代の学制から国民に広く埋め込まれた性別
役割分業を含め、教員社会に内在する様々な慣習であると考える。教員世界には、雑務を遅くまで引き受ける教務主
任経験、宿泊を伴う学校行事の引率経験、事故等があれば夜でも学校に駆けつける学年主任経験、土日の部活動の指
導経験などが、管理職登用条件であると考える文化が存在するが、これはどこにも明文化されていない。これらは、
女性を差別するために形成された教員文化ではないが、一般的に女性の多くは家事や育児・介護を担うゆえに、その
キャリアを形成するための経験の機会を与えられてこなかった。つまり女性管理職が学校に少ないのは、この結果で
ある。したがって、学校の女性管理職率を高めるためには、教員世界の慣習やシステムに内在する不公平を是正する
とともに、女性の働きやすい環境を整える必要がある。 
ジェンダーの隠れたカリキュラムとして、教員の学校における言動と役割並びに教員世界の在り方を考察した。こ
れには、各学校で各教員が意識的に自己と自己の実践をジェンダーの視点でチェックすることも大切であるが、最も
効果的なことは、人が人生で必ず経験する学校教育を左右する権限を中央集権的に備えている教育行政が、本気で「男
女共同参画基本計画」の目標実現に取り組むとともに、そのための社会的条件を整備することである。 
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